
地方創生と自治体の姿勢
-「人と人をつなぐ」積み重ねこそ、最高のプロモーション-

令和４年１１月

西川町長 菅野大志

（ 元デジタル田園都市国家構想実現会議事務局 ） 西川町へのふるさと納税
はこちら！



■菅野大志（かんの だいし 44歳）

■ 1978年生、山形県西川町大字吉川

■ 1997年 寒河江高校卒業（カヌー部）

■ 2001年 早稲田大学卒業（放送研究会）

■パラレルワーク（複業）

・R２年４月、NPO法人 ETIC.プロデューサー

・R２年３月、(一社) Work Design Lab.ディレクター

・R２年３月、㈱更木ふるさと興社 CFO

・R１年３月、（一社）ちいきん会 創設 （2,700名）

公務員と金融機関の有志の交流の場
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１．大切にしているもの① 「対話」
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１．大切にしているもの② 「現場」
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１．大切にしているもの③ 「人脈」（複業人脈）
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１．大切にしているもの④ 「熱意」
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現実的で具体的な目標設定・計画策定① 現場 実行力、説得力＝納得感、現場との一体感、複眼的行動

② 対話

③ 人脈

④ 熱意

プレイヤーの確認、アイデア創出、人と人の想いの可視化

情報収集が容易、官民連携が容易に、発想の柔軟性

行動の源泉、共感を呼ぶ、積極姿勢、おもてなし

ニーズベースの事業創出

財源確保、事業創出促進

関係人口の獲得

１．大切にしているもの➡町内外メンバーでの事業創出

元気があれば何でもできる！

熱意と人脈があれば何でもできる！
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２．自治体の姿勢を明確にするメリット

（１）対職員の業務の効率化

①ニーズベース事業

②財源確保（補助金利用）

③地域課題の解決

④経済効果

⑤町内資金循環

⑥関係人口創出につながるか？

⑦持続可能か事業であるか？

職員の予見可能性（フォワードルッキング）を高める。
無駄なことしない。
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２．自治体の姿勢を明確にするメリット

（２）政策決定事項は公表する！

①具体的な取組
・各戸訪問
・役場OB協力による出張受付
・防災行政無線
・商工業者や民間のポイント３倍

②結果
・７月末 県内27位
➡10月末 県内１位（申請率75％達成）

③その効果
・デジタル田園関係交付金の採択の追い風
５億～７億円の獲得を目指す！

・将来的に商品券の電子化

役場の姿勢を明確化して、町民に説明の上、味方にする。
役場は、課を超えた業務運営を可能として一丸となって対応
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２．自治体の姿勢を明確にするメリット

（３）町の目標（KPI）を公表

・民間からの提案が100件超/半年
・民間との連携協定で事業を展開・情報発信

■AI観光コンテンツ制作
■温泉ガストロノミーツアー

■若者の観光客増

■月山和牛のブランド化

■冬のスノーパーク観光

関係人口現状 交流人口（観光客） 移住人口

事業

KPI
R3→R6

観光客：49万人→100万人 課題解決型人材:０人→１６０人 移住人口：２人→１００人

■課題解決型人材による副業
■民間企業との連携協定の実施
■テレワーカーの集う町へ
■関係人口への山菜販売
■３セク・観光協会（新規５～8名）

■つなぐ課（おもてなし）

■地域おこし協力隊＋10名/年

■空き家改修費用助成

・デジ田交付金に明るい自治体という印象を与える
・官民連携の進展 ➡デジタル田園交付金：1.8億円獲得
・企業版ふるさと納税➡R3：１社、100万円

R4見込み:13社、3,000万円以上
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２．自治体の姿勢を明確にするメリット

（４）積極的な対話姿勢の明確化

・テーマごとに、これまでの対話会は、３０回以上
月４回ペース

・町民を巻き込むことで民主導
➡ニーズベースの政策立案➡実行性高い、プレイヤーいる
・人と人をつなげて、町民のやりたいことを実現！
・町民の想いを可視化➡地域コミュニティ活動補助金

■具体的な事業実施 17件
・ママさんグループによる縁日イベント
・ママさんグループを中心にしたハロウィンウォーク
・サバイバルゲーム
・RVパーク構想
・イルミネーション実行委員会
・クラウドファンディングの実施（５件）ほか
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１１

令和３年度補正予算 700億円

＜主なもの＞

○デジタル田園都市国家構想推進交付金 200億円

○地方創生拠点整備交付金 460億円

○地方創生テレワーク推進事業 2.3億円

○関係人口創出・拡大のための対流促進事業 1.0億円

○先導的人材マッチング事業 21億円

○スーパーシティ構想推進事業 7.2億円

○V-RESASによる情報支援事業 6.2億円

○広域連携SDGsモデル事業 1.0億円

※上記のほか、新型コロナウイルス感染症対応

地方創生臨時交付金6.8兆円を確保

✔

✔

✔

✔
✔

https://www.chisou.go.jp/sousei/about/mirai/pdf/denenkouhukin_saitaku_type1_telework_r3.pdf■デジタル田園交付金



３．知っておきたいデジタル田園（企業版ふるさと納税）
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地方公共団体が行う地方創生の取組に対する企業の寄附について法人関係税を税額控除

活用の流れ

～Ｒ１年度
（税額控除
最大３割）

拡充

（税額控除

最大３割）

寄附額

損金算入
約３割

通常の寄附

企業
負担
(約１割)

制度のポイント

○ 企業が寄附しやすいよう、

・損金算入による軽減効果に税額控除による軽減効果を上乗せ

・寄附額の下限は10万円と低めに設定

○ 寄附企業への経済的な見返りは禁止

○ 寄附額は事業費の範囲内とすることが必要

※ 不交付団体である東京都、不交付団体で三大都市圏の既成市街地等
に所在する市区町村は対象外。

※ 本社が所在する地方公共団体への寄附は対象外。

企業が所在する自治体
（法人住民税・法人事業税）

企業

④寄附

内閣府

③計画の認定

地域再生計画
○○市

総合戦略

・○○事業

・△△事業

・◇◇事業

⑤税額控除

①地方公共団体が
地方版総合戦略を策定

②①の地方版総合戦略を
基に、地方公共団体が
地域再生計画を作成

国
（法人税）

例）1,000万円寄附すると、最大約900万円の法人関係税が軽減。

①法人住民税 寄附額の４割を税額控除。
（法人住民税法人税割額の20％が上限）

②法人税 法人住民税で４割に達しない場合、その残額を税額控除。
ただし、寄附額の１割を限度。（法人税額の５％が上限）

③法人事業税 寄附額の２割を税額控除。（法人事業税額の20％が上限）

Ｒ２年度～



１３

目標

○ 政府として、地方が抱える課題をデジタル実装を通じて解決し 、地域の個性を活かした地方活性化を
図ることで、持続可能な経済社会を目指す「デジタル田園都市国家構想」を推進。

○ 感染症拡大により、多くの人がテレワークを経験。また、若い世代は、就職・転職の条件として、
テレワークの実施が可能か否かを重要視。
企業において、生産性・付加価値の向上、社員の働き方改革に資するものとして、サテライトオフィス等

の活用はメリットが大きい。

○ そこで、政府として、以下の目標を掲げ、サテライトオフィスの整備等を促進。

サテライトオフィス

１つのスペースを複数の個人で共有。共有型の
オープンスペースで、各人が独立して仕事を行う。

企業等の地方拠点が設置されたオフィス
（単独利用、複数利用どちらも含む）

１つのスペースを複数の企業等で共有。
サテライトオフィスよりも安価で設置が可能。

企業進出や移住等の推進に向け、

サテライトオフィスの整備等に取り組む地方公共団体を倍増［約500（R3.11）→ 1,000（R6末）］

シェアオフィス コワーキングスペース

３．知っておきたいデジタル田園（サテライトオフィス）



１４

３．知っておきたいデジタル田園（アイデア勝負や！）

■内閣府デジタル田園関係交付金 R４年度 1,200億円

事業期間 補助率 競争率？ その他

デジ田交付金 ３年 ½※ ？ デジタル活用のソフト事業・企ふる５年

地方創生推進交付金 ３年 ½ 1.5倍以内 ソフト事業・ハード50％、企ふるで５年

地方創生拠点整備交付金
当初２年
補正１年

½
½

1.3倍以内 地方創生のハード整備事業

テレワーク交付金 １年 ½※ 2倍 サテライトオフィス

■西川町のアイデア勝負の補助金（郡で西川だけ） R４年５戦５勝：1.8億円➡R５/５億～７億円

補助事業名 補助 期間 事業内容 次年度

内閣府 地方創生推進交付金２次 50M（50％） ５年 AI謎解き観光・複業人材・関係人口推進 －

観光庁 看板商品創出事業２次 9M（80％） １年 春・秋の温泉ガストロノミーツアー開催 推進交付金・５年

観光庁 看板商品創出事業２次 10M（80％） １年 月山スノーランド・・雪旅籠イベント開催 推進交付金・５年

観光庁 観光地高付加価値事業２次 110M（50％） １年 志津温泉の廃屋解体・旅館改修・サウナ 来年度も申請

農水省 地域活性化対策２次 11M（100％） ３年 山菜版農協事業、山菜担い手育成 デジ田交付金・５年



１５

３．知っておきたいデジタル田園（事業ベースに）
■デジタル田園関係交付金を獲得するには・・・

対話、現場感覚、人脈（関係人口）■国の評価基準：持続可能性、実効性、官民連携、広域連携など

■国の推進：SDGｓ、デジタル、ゼロカーボン、関係人口、
テレワーク、スマート農業、次世代型農業、

■デジ田交付金は４事業まで。細かな事業を大きく見せる！

■拠点整備を活用すれば、９割引。しかし、認定は３月末・８月末。
認定前提で進めるのか、取れなかったやめるか議会との対話必要

１つの課では収まらず、町民・民間も交えた対話

担当者が集うワークショップで、４事業に集約

西川は、取れる前提で予算案を進める。
しかし、２次でも取れなかったらやめる選択

カヌー艇庫

５億円

国・拠点整備
2.5億円

地方債
２億円

町 0.5億円

例：カヌー艇庫建設



１６

■ボタン２回押すだけで、電話帳に
・氏名、電話番号、メール、
顔写真、LINE、ふるさと納税申込サイト

■ 異動後は、打ち直して活用。
■１枚4,000円弱

３．知っておきたいデジタル田園（デジタル名刺）



４．議会との深い対話・信頼関係の構築に向けて①

■西川町は、議員に連携協定や対話会は、
ご案内している。体験共有 自治体は、議員と同じ体験をする

追跡

事業提案

持続可能性

自治体の回答「検討する」では、なにも成し遂げていない！

自治体は、国を意識できないので、その情報を補完機能を！
アイデア勝負の時代！ぜひ提案型での議論を！
×ニーズに基づかない提案はやめて！

事業の新設・廃止にあたっては、「持続可能性」を意識して！

■私が「検討」と回答を把握し対応
▲議員も結果どうなったのか追跡して！

■西川町はできていない。

■西川町は、持続可能性のない、
民の代わりにする事業はしません！

正確な
情報発信

「議会だより」は、正確な情報を流してほしい ■「議会だより」で職員も宿題を
明確にできると価値向上
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